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※基準価額は、信託報酬控除後の価額です。設定前営業日を10,000円として指数化して

います。なお、信託報酬率は「ファンドの費用」をご覧ください。 
※分配金再投資基準価額は、税引前の分配金を再投資したものとみなして計算したもので

あり、実際の基準価額とは異なります。 

 

 
 

期 決算日 分配金（円） 

第13期 2023/01/11 0 

第14期 2024/01/11 0 

第15期 2025/01/14 0 

設定来累計分配金 0 

※分配金は、1万口当たりの金額です。 
※分配金は過去の実績であり、将来の分配金の支払いおよびその金額について保証するも

のではありません。 
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 当月末 前月末 

基準価額（円） 50,277 49,919 

純資産総額（百万円） 2,659 2,639 

※基準価額は、1万口当たり。 

 基準価額(円) 基準日 

設定来高値 50,399 2025/11/13 

設定来安値 8,472 2011/10/05 

※同一の基準価額が複数ある場合、直近の日付を表示して

います。 
 

 
 

  1ヵ月 0.7 

3ヵ月 12.0 

6ヵ月 23.1 

1年 22.3 

3年 72.2 

5年 111.6 

10年 174.5 

設定来 402.8 

※騰落率は、税引前の分配金を再投資したものとして算出し

ていますので、実際の投資家利回りとは異なります。 
※各期間は、基準日から過去に遡っています。また、設定来

の騰落率については、設定当初の投資元本を基に計算してい

ます。 
 

基準価額・純資産総額

騰落率(税引前分配金再投資) (%)

  
運用実績の推移 （設定日：2010年5月28日） 
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資産/ 

国および地域 

基本 

ポートフォリオ 

月末時価評価 

基本ポートフォリオ 

資産配分比率 

の変更 

国別配分比率 

の変更 

目標 

ポートフォリオ 

先進国株式 50.0 50.9 0.0 0.0 50.9 

 日本 2.7 2.8 - 0.0 2.8 

 米国 36.0 37.0 - 0.0 37.0 

 欧州 8.3 8.0 - 0.0 8.0 

 その他 3.0 3.1 - 0.0 3.1 

新興国株式 31.0 32.2 0.0 - 32.2 

先進国債券 7.0 6.1 -1.0 0.0 5.1 

 日本 0.7 0.6 - 0.0 0.5 

 米国 3.0 2.6 - 0.0 2.1 

 欧州 2.3 2.1 - 0.0 1.7 

 その他 1.0 1.0 - 0.0 0.8 

新興国債券 5.0 4.6 0.0 - 4.6 

先進国リート 7.0 6.3 1.0 - 7.3 

合計 100.0 100.0 0.0 0.0 100.0 

※基本ポートフォリオおよび月末時価評価基本ポートフォリオは、イボットソン・アソシエイツ・ジャパンのデータを基に委託会社が作成しています。 
※目標ポートフォリオについては、決定プロセスに基づいて計算した数値であり、実際のファンドの状況とは異なります。 
※原則として、資産配分比率の変更はマザーファンド受益証券の売買で調整し、国別配分比率の変更は各国の株価指数先物および債券先物の買い持ち、売り

持ちポジションを構築することで調整します。 
 

 
 

先進国株式 51.6 

 国内株式パッシブ・ファンド（最適化法）・マザーファンド 3.0 

 外国株式パッシブ・ファンド・マザーファンド 48.6 

新興国株式 32.8 

 エマージング株式パッシブ・マザーファンド 32.8 

先進国債券 3.7 

 国内債券パッシブ・ファンド・マザーファンド 0.3 

 外国債券パッシブ・ファンド・マザーファンド 3.4 

新興国債券 4.6 

 エマージング債券パッシブ・マザーファンド 4.6 

先進国リート 7.4 

 J-REITインデックスファンド・マザーファンド 0.5 

 外国リート・パッシブ・ファンド・マザーファンド 6.9 

※組入比率は、組入れているマザーファンドの時価評価額の合計に対する割合です。 
 

先物取引の内容 
基準日現在、ベビーファンド「マネックス資産設計ファンド エボリューション」において先物取引残高はありません。 

 

目標ポートフォリオ決定プロセス (%)

ポートフォリオ構成 (%)
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※マネックス資産設計ファンド エボリューションの設定前営業日（2010年5月27日）を10,000として指数化しています。 
※外国リートの投資対象マザーファンドは、2016年4月13日にグローバルリート・パッシブ・ファンド・マザーファンドから外国リート・パッシブ・ファンド・マザー

ファンドに変更しました。外国リートのグラフについては、連続性を持たせるため実際のマザーファンドの計上日を考慮して以下のように計算しています。 
①2010年5月28日～2016年4月14日：グローバルリート・パッシブ・ファンド・マザーファンドの基準価額を基に、2010年5月27日を10,000として指数化。 
②2016年4月15日以降：外国リート・パッシブ・ファンド・マザーファンドの基準価額を基に、2016年4月14日の①の数値を基準として指数化。 

各マザーファンドの基準価額の推移
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 1ヵ月 3ヵ月 6ヵ月 1年 3年 5年 10年 設定来 

国内株式パッシブ・ファンド(最適化法)・マザー

ファンド 
1.4 10.9 22.0 29.2 83.1 117.3 170.3 450.2 

 東証株価指数（TOPIX）（配当込み） 1.4 10.9 21.9 29.2 83.1 117.2 170.4 451.0 

外国株式パッシブ・ファンド・マザーファンド 1.6 11.4 24.2 21.4 95.7 181.1 310.8 953.0 

 
MSCIｺｸｻｲ・ｲﾝﾃﾞｯｸｽ（円換算ﾍﾞｰｽ、配当込

み、為替ﾍｯｼﾞなし） 
1.6 11.5 24.3 21.7 97.3 185.0 322.4 998.1 

エマージング株式パッシブ・マザーファンド -1.2 16.0 28.6 34.9 72.7 85.3 152.7 263.4 

 
MSCIｴﾏｰｼﾞﾝｸﾞ・ﾏｰｹｯﾄ・ｲﾝﾃﾞｯｸｽ（円換算ﾍﾞｰ

ｽ、配当込み、為替ﾍｯｼﾞなし） 
-1.2 16.3 29.3 35.6 76.8 93.8 179.6 316.1 

国内債券パッシブ・ファンド・マザーファンド -1.1 -1.0 -1.8 -4.9 -8.4 -12.2 -7.3 3.9 

 NOMURA-BPI総合 -1.1 -1.1 -1.8 -4.9 -8.4 -12.1 -7.2 4.3 

外国債券パッシブ・ファンド・マザーファンド 2.1 8.1 12.5 11.3 28.4 34.8 42.2 127.7 

 
FTSE世界国債ｲﾝﾃﾞｯｸｽ（除く日本、円ﾍﾞｰｽ、

為替ﾍｯｼﾞなし） 
2.1 8.2 12.6 11.3 28.4 35.1 42.4 128.0 

エマージング債券パッシブ・マザーファンド 1.7 9.9 17.2 13.3 35.4 31.9 49.8 178.0 

 
JPﾓﾙｶﾞﾝ・ｴﾏｰｼﾞﾝｸﾞ・ﾏｰｹｯﾄ・ﾎﾞﾝﾄﾞ・ｲﾝﾃﾞｯｸｽ・

ﾌﾟﾗｽ（円換算ﾍﾞｰｽ・為替ﾍｯｼﾞなし） 
2.1 9.5 17.5 14.8 50.2 46.5 62.2 214.1 

J-REITインデックスファンド・マザーファンド 3.4 6.3 19.2 27.9 17.8 48.1 72.2 322.3 

 東証REIT指数（配当込み） 3.4 6.3 19.2 27.9 17.8 47.9 72.9 327.2 

外国リート・パッシブ・ファンド・マザーファンド 3.2 8.0 13.7 2.7 39.5 97.1 99.0 443.2 

 
S&P 先進国 REITｲﾝﾃﾞｯｸｽ（除く日本、円換

算ﾍﾞｰｽ、配当込み、為替ﾍｯｼﾞなし） 
3.2 8.1 14.0 3.3 41.9 103.5 112.9 497.5 

※各期間は、基準日から過去に遡っています。また、設定来はマネックス資産設計ファンド エボリューションにおける設定来の騰落率です。 
※指数についての詳細は後掲の「指数の著作権などについて」をご参照ください。 

騰落率 (％)
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ファンド 基本ポートフォリオ ※ 差 

0.72 0.78 -0.06 

※基本ポートフォリオの騰落率は、時価評価後ポートフォリオの騰落率であ

り、イボットソン・アソシエイツ・ジャパンのデータを基に作成しています。 
 

 
 

実績リターン(前月末比騰落率)  (%)

マーケット動向とファンドの動き

■当月のマーケット動向 

【国内株式】 

国内株式市場は上昇しました。上旬は、前月の一部AI関連銘

柄に対する過熱への警戒感などから、下落しました。それ以降

は日中対立激化への懸念などが重荷となる局面もありました

が、下旬にかけてFRB（米連邦準備理事会）の利下げ観測が強

まり、米国株式につれて国内株式も上昇しました。 

【国内債券】 

国内債券市場では、10年国債利回りは上昇しました。高市政

権の財政拡張への懸念がくすぶる中、月を通して上昇基調で

推移しました。補正予算案の規模が大きく膨らむことが報じら

れると、一段と上昇幅を拡大しました。 

【外国株式】 

外国株式市場は方向感に欠ける動きとなりました。上旬は、AI

関連企業による巨額の設備投資に対する懸念や過熱感などか

ら下落しました。中旬以降は、米政府機関の再開を好感し上

昇した後、米国の利下げ観測が揺れ動くなか、株式は一進一

退の推移となりました。 

【外国債券】 

外国債券市場では、10年国債利回りは米欧でまちまちな推移

となりました。上旬は米欧ともにレンジ圏での推移が続きまし

た。それ以降、米国は9月の雇用統計で失業率の上昇が確認

されたことや利下げ観測が強まったことなどを受け低下しまし

た。欧州は財政拡張懸念などからやや上昇しました。 

【外国リート】 

外国リート市場は上昇しました。中旬に米政府機関の再開を

好感し上昇した後、米国の利下げ観測の動向に伴い一進一退

の推移が続き、月を通しては上昇しました。 

【国内リート】 

国内リート市場は、良好な賃貸市況を背景に増配期待が強ま

ったオフィス関連や、賃貸市況改善が期待される物流関連が

相対的に堅調となり上昇しました。 

【新興国株式】 

新興国株式市場は多くの国で下落しました。インフレ鎮静化か

ら利下げ観測が強まったブラジル株は上昇したものの、AI関

連銘柄を巡る過熱感などを背景にハイテク株の売りが進んだ

ことなどから、韓国や台湾、中国など多くの国で下落しまし

た。 

【新興国債券】 

新興国の債券利回りは低下しました。ベースとなる米国の長

期金利は利下げ観測の高まりなどを受けて低下しました。一

方で、対米国債スプレッドはハイテク株安などを受けたリスク選

好の後退などから拡大しました。 

【為替】 

ドル/円相場は、米労働市場の悪化が懸念され利下げ観測が強ま

るなか、円高ドル安に進む局面もありましたが、月を通しては日

本の財政拡張懸念などから円安ドル高が進行しました。ユーロは

ドルに対しておおむね横ばいとなり、円に対しては上昇しました。 

 

■当月のファンドの動き 

11月は、先進国の長期金利の安定とともに先進国リートが堅調

推移する局面が継続すると想定し、先進国リートをオーバーウェ

イトとする一方、先進国債券をアンダーウェイトとしたポジション

を維持しました。 

当ファンドの基準価額は前月末比で上昇しました。資産配分効果

は、概ねゼロ寄与となりました。 
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今後のマーケット見通し

 
先進国株式は、米国の関税政策の企業業績への影響、米欧の

景況感と金融政策の動向といった多くの材料を確かめながら

の推移になると予想しています。また中期的には長期金利の

動向、金融・財政政策等に左右されながらも概ね企業業績動

向に沿った展開になると予想しています。 

新興国株式は、先進国に比べるとその成長性に期待が持てる

ことから、中期的に市場はその成長性に沿った動きを辿るもの

と考えておりますが、当面は中国の景気と景気対策の行方、金

融・経済政策の変化等に左右されやすい展開を想定していま

す。 

先進国債券は、米国の関税政策のインフレへの影響、米欧の

景況感と金融政策等に左右されながら米長期金利はレンジで

のもみ合い推移を想定します。 

新興国債券は、中期的には先進国債券に比べて利回りが高い

ことを背景に、市場の変動性が低く金利が安定的な局面では

底堅く推移すると予想していますが、新興国からの資金流出

懸念等に左右されやすい展開を予想しています。 

先進国リートは、長期金利上昇には特に注意が必要な一方、

金利が現状水準程度で安定的に推移すれば、相対的に利回り

が高い資産への根強い需要から上昇も期待できると予想して

います。 

※マーケット動向とファンドの動きは、過去の実績であり将来の運用成果等をお約束するものではありません。また、見通しは、作成時点のものであり、将来の

市場環境の変動等により変更される場合があります。 
 

 

 



  

  

 
 

信託財産の中⾧期的な成⾧を図ることを目標として運用を行います。 
 

１． 世界の株式、債券、リートを実質的な投資対象とし、分散された基本ポートフォリオを構築します。 
● 国内資産に偏らないグローバルな視点から資産配分比率を決定します。 

● 基本ポートフォリオの資産配分比率の決定にあたっては、資産配分の専門家であるイボットソン・アソシエイツ・ジャパンの投資助言を

受けます。 

● 各資産への投資はマザーファンドを通じて行います。 

● 実質組入外貨建資産については、原則として対円での為替ヘッジは行いません。 

 

２． 投資対象に新興国資産を加えることで、相対的に高いリターンを狙います。 
● 高い経済成⾧が見込まれる新興国の資産を組み入れることで、先進国のみのポートフォリオよりも相対的に高いリターンが期待でき

ます。 

 

３． 基本ポートフォリオの推定リスク水準は原則として日本株投資と同程度（※）としつつも、世界の複数資産へ高度

な分散投資を行うことにより、効率の良い運用をめざします。 
● 基本ポートフォリオのリスク水準を過去の日本株と同程度とし、期待リターンが最大となる資産配分比率を選択することで、分散効果

を享受した効率的な運用をめざします。 

（※）過去30年間（1994年〜2024年）の日経平均株価の標準偏差は概ね年率20％程度です。 

 

４． 経験豊富な運用チームによるアクティブアセットアロケーション運用により、超過収益の獲得をめざします。 

● 委託会社が短期相場見通しに基づき機動的に配分比率の変更を行うことで、基本ポートフォリオのリターンに加えて超過リターンの獲

得を狙います。 

● 国別配分比率の変更にあたっては、先物取引を活用します。 

 

５． 運用管理費用（信託報酬）は年率0.605％（税込）とし、購入時手数料はノーロードと低コストでご提供します。 

 

（分配方針） 

年１回の決算時（１月11日（休業日の場合は翌営業日））に、経費控除後の利子配当等収益および売買益（評価

益を含みます。）等の全額を対象として、委託会社が基準価額水準、市況動向等を勘案して、分配金額を決定し

ます。 
・将来の分配金の支払いおよびその金額について保証するものではありません。 

・分配金額は、分配方針に基づいて委託会社が決定します。あらかじめ一定の額の分配をお約束するものではありません。分配金が支払

われない場合もあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資金動向、市況動向等によっては、上記の運用ができない場合があります。 

(円)ファンドの特色
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当ファンドは、値動きのある有価証券等（外貨建資産には為替変動リスクもあります。）に投資しますので、ファンドの基準価額は変動します。 

これらの運用による損益はすべて投資者のみなさまに帰属します。したがって、投資者のみなさまの投資元本は保証されているものではな

く、基準価額の下落により、損失を被り、投資元本を割り込むことがあります。 

また、投資信託は預貯金と異なります。 

なお、基準価額の変動要因は、下記に限定されるものではありません。 
 

● 資産配分リスク 

当ファンドに組入れられている各資産（国内株式、外国株式、国

内債券、外国債券、国内リートおよび外国リート）の資産配分比

率によっては、収益率の悪い資産への配分が大きくなり、当フ

ァンドの基準価額が下がる要因となる可能性があります。ま

た、複数または全ての資産価値が下落する場合には、各資産の

投資成果が各資産のベンチマークと同等あるいはそれ以上の

ものであったとしても、当ファンドの基準価額が下がる要因とな

る可能性があります。 

● 株価変動リスク 

株式の価格は、国内外の政治・経済情勢、発行会社の業績・財

務状況、または市場の需給や流動性等の影響を受けます。当フ

ァンドは、実質的に株式に投資をしますので、株式市場の変動

により基準価額が上下します。また、新興国の株式に投資する

場合、先進国の株式に比べ株価変動リスクが大きくなる傾向が

あります。 

● 金利リスク 

金利リスクとは、金利の変動を受けて債券・リートの価格が変

動するリスクをいいます。一般的に金利が上昇した場合には、

債券・リートの価格は下落します。当ファンドは実質的に債券・

リートに投資をしますので、金利変動により基準価額が上下し

ます。新興国の債券に投資する場合、先進国の債券に比べ金利

リスクが大きくなる傾向があります。 

● リートの価格変動リスク 

リートの価格は、リートが投資対象とする不動産等の価値、当

該不動産等による賃貸収入の増減、不動産市況の変動、景気

や株式市況等の動向などによって変動します。 

当ファンドは、実質的にリートに投資をしますので、これらの影

響を受け、基準価額が上下します。 

 

 

● 為替リスク 

為替リスクとは、外国為替相場の変動により外貨建資産の価格

が変動するリスクをいいます。外貨建資産への投資は、その国

の政治経済情勢、通貨規制、資本規制等の要因による影響を

受けて損失を被る可能性もあります。当ファンドは、実質組入

外貨建資産について原則として対円で為替ヘッジを行わない

ため為替変動の影響を受けます。このため為替相場が当該実

質組入資産の通貨に対して円高になった場合には基準価額が

下がる要因となります。新興国の通貨に投資する場合、先進国

の通貨に比べ為替リスクが大きくなる傾向があります。 

● 信用リスク 

当ファンドが実質的に投資する株式・債券の発行者が経営不

安・倒産に陥った場合、当ファンドが実質的に投資するリート

が、収益性の悪化や資金繰り悪化等により清算される場合、ま

たこうした状況に陥ると予想される場合等には、投資した資産

の価格が下落したりその価値がなくなることがあり、基準価額

が下がる要因となります。新興国債券、株式に投資する場合、

先進国債券、株式に比べ信用リスクが大きくなる傾向がありま

す。 

● 流動性リスク 

当ファンドにおいて有価証券等を実質的に売却または取得する

際に、市場規模、取引量、取引規制等により十分な流動性の下

での取引を行えない場合には、市場実勢から期待できる価格ど

おりに取引できないことや、値動きが大きくなることがあり、基

準価額に影響をおよぼす可能性があります。新興国債券、株式

に投資する場合、先進国債券、株式に比べ流動性リスクが大き

くなる傾向があります。 

 

 

 

 

 

 

(円)主な投資リスク
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● カントリーリスク 

投資対象国・地域において、政治・経済情勢の変化等によって

市場に混乱が生じた場合、もしくは取引に対して規制が変更と

なる場合、または新たな規制が設けられた場合には、基準価額

は予想外に下落する場合があります。また、実質的に投資を行

う新興国の通貨や有価証券等の発行者が属する国の経済状況

は、先進国経済と比較して一般的に脆弱である可能性がありま

す。そのため、当該国のインフレ、国際収支、外貨準備高等の悪

化などが為替市場や株式、債券市場におよぼす影響は、先進

国以上に大きいものになることが予想されます。さらに、政府

当局による海外からの投資規制や課徴的な税制、海外への送

金規制などの種々な規制の導入や政策の変更等の要因も為替

市場や株式、債券市場に著しい影響をおよぼす可能性があり

ます。 

● 有価証券（指数）先物取引に伴うリスク 

当ファンドは、有価証券（指数）先物取引を使用するため、有価

証券（指数）先物取引の価格変動により基準価額が上下しま

す。先物の価格は、対象証券または指数の値動き、先物市場の 

需給等を反映して変動します。先物を買建てている場合におい

て、先物価格が上昇すれば収益が発生し、下落すれば損失が

発生します（売建てている場合は逆の結果となります。）。また、 

有価証券（指数）先物取引の値動きと市場全体の値動きは一致

しない場合があります。 

 

 

 

  

(円)主な投資リスク
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(円)お申込みメモ

購入単位 販売会社が定める単位（当初元本1口＝1円） 

購入価額 
購入申込受付日の翌営業日の基準価額（基準価額

は1万口当たりで表示しています。） 

購入代金 販売会社が定める期日までにお支払いください。 

換金単位 販売会社が定める単位 

換金価額 
換金申込受付日の翌営業日の基準価額から信託財

産留保額を控除した価額 

換金代金 
原則として換金申込受付日から起算して6営業日目

からお支払いします。 

申込締切時

間 

原則として営業日の午後３時30分までに販売会社

が受付けたものを当日分のお申込みとします。 

なお、販売会社によっては異なる場合がありますの

で、詳しくは販売会社にお問い合わせください。 

購入・換金 

申込不可日 

以下のいずれかに該当する日には、購入・換金のお

申込みの受付を行いません。 

・ニューヨーク証券取引所の休業日 

・ニューヨークの銀行の休業日 

・ロンドン証券取引所の休業日 

・ロンドンの銀行の休業日 

換金制限 
信託財産の資金管理を円滑に行うため、大口の換

金請求に制限を設ける場合があります。 

購入・換金

申込受付の

中止および

取消し 

金融商品取引所等における取引の停止、外国為替

取引の停止、その他やむを得ない事情があるとき

は、購入・換金のお申込みの受付を中止することお

よびすでに受付けた購入・換金のお申込みの受付を

取り消す場合があります。 

 

信託期間 2045年１月11日まで（2010年５月28日設定） 

繰上償還 

次のいずれかに該当する場合には、受託会社と合

意の上、信託契約を解約し、当該信託を終了（繰上

償還）することがあります。 

・受益権の口数が10億口を下回ることとなった場

合。 

・受益者のために有利であると認めるとき。 

・やむを得ない事情が発生したとき。 

決算日 毎年1月11日（休業日の場合は翌営業日） 

収益分配 

年１回の毎決算日に、収益分配方針に基づいて収益

分配を行います。 

※収益分配金は自動的に全額再投資されます。 

課税関係 

課税上は株式投資信託として取り扱われます。 

原則として、分配時の普通分配金ならびに換金時の

値上がり益および償還時の償還差益に対して課税

されます。 

公募株式投資信託は税法上、一定の要件を満たし

た場合に少額投資非課税制度（NISA）の適用対象

となります。 

当ファンドは、NISAの「成⾧投資枠（特定非課税管

理勘定）」の対象ですが、販売会社により取扱いが

異なる場合があります。詳しくは、販売会社にお問

い合わせください。 

※税法が改正された場合等には、上記内容が変更

となることがあります。 
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以下の手数料等の合計額、その上限額については、購入金額や保有期間等に応じて異なりますので、あらかじめ表示することができません。 

※税法が改正された場合等には、税込手数料等が変更となることがあります。 

● 投資者が信託財産で間接的に負担する費用 

運用管理費用 

（信託報酬） 

ファン ドの 日々 の 純 資産 総 額に 対 し て年 率

0.605％（税抜0.55％） 

※信託報酬には、当ファンドの投資顧問会社（イ

ボットソン・アソシエイツ・ジャパン）に対する

投資顧問報酬が含まれます。 

その他の費用・ 

手数料 

その他の費用・手数料として、お客様の保有期間

中、以下の費用等を信託財産からご負担いただ

きます。 

・組入有価証券等の売買の際に発生する売買委

託手数料 

・信託事務の処理に要する諸費用 

・外国での資産の保管等に要する費用 

・監査法人等に支払うファンドの監査にかかる費

用   等 

※これらの費用等は、定期的に見直されるもの

や売買条件等により異なるものがあるため、

事前に料率・上限額等を示すことができませ

ん。 

● 投資者が直接的に負担する費用 

購入時手数料 ありません。 

信託財産留保額 

換金申込受付日の翌営業日の基準価額に0.3％

の率を乗じて得た額を、換金時にご負担いただ

きます。 

※上場不動産投資信託（リート）は市場の需給により価格形成され

るため、上場不動産投資信託（リート）の費用は表示しておりませ

ん。 

(円)ファンドの費用
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投資信託は、 
●預金等や保険契約ではありません。また、預金保険機構および保 
  険契約者保護機構の保護の対象ではありません。加えて、証券会 
  社を通して購入していない場合には投資者保護基金の対象にも 
  なりません。 

 

  
●購入金額については元本保証および利回り保証のいずれもあり 
  ません。 
●投資した資産の価値が減少して購入金額を下回る場合がありま 
  すが、これによる損失は購入者が負担することとなります。 

 

 
 

●当資料は、アセットマネジメントOne株式会社が作成した販売用 
  資料です。 
●お申込みに際しては、販売会社からお渡しする投資信託説明書 
  （交付目論見書）の内容を必ずご確認のうえ、ご自身でご判断く 
  ださい。 
●投資信託は、株式や債券等の値動きのある有価証券（外貨建資 
  産には為替リスクもあります）に投資をしますので、市場環境、 
  組入有価証券の発行者に係る信用状況等の変化により基準価額 
  は変動します。このため、投資者のみなさまの投資元本は保証 
  されているものではなく、基準価額の下落により、損失を被り、 
  投資元本を割り込むことがあります。ファンドの運用による損 
  益は全て投資者のみなさまに帰属します。また、投資信託は預 
  貯金とは異なります。 

 

●当資料は、アセットマネジメントOne株式会社が信頼できると判 
  断したデータにより作成しておりますが、その内容の完全性、 
  正確性について、同社が保証するものではありません。また掲載 
  データは過去の実績であり、将来の運用成果を保証するもので 
  はありません。 
●当資料における内容は作成時点のものであり、今後予告なく変 
  更される場合があります。 

   
◆収益分配金に関する留意事項◆ 
●収益分配は、計算期間中に発生した運用収益（経費控除後の配当等収益および売買益（評価益を含みます。））を超えて行われる場合があ 
  ります。したがって、分配金の水準は、必ずしも計算期間におけるファンドの収益率を示すものではありません。 
●受益者の個別元本の状況によっては、分配金の全額または一部が、実質的には元本の一部払戻しに相当する場合があります。個別元本と 
  は、追加型投資信託を保有する受益者毎の取得元本のことで、受益者毎に異なります。 
●分配金は純資産総額から支払われます。このため、分配金支払い後の純資産総額は減少することとなり、基準価額が下落する要因となり 
  ます。計算期間中の運用収益以上に分配金の支払いを行う場合、当期決算日の基準価額は前期決算日と比べて下落することになります。 

 
委託会社およびファンドの関係法人 
＜委託会社＞アセットマネジメントOne株式会社 

＜委託会社＞金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第324号 

＜委託会社＞加入協会：一般社団法人投資信託協会 

＜委託会社＞加入協会：一般社団法人日本投資顧問業協会 

＜受託会社＞みずほ信託銀行株式会社 

＜販売会社＞販売会社一覧をご覧ください。 

 

 
  
  

 

 
 

委託会社の照会先 
アセットマネジメントOne株式会社 
コールセンター  0120-104-694 
            (受付時間：営業日の午前9時～午後5時） 
ホームページ   URL https://www.am-one.co.jp/ 

 

投資信託に関する留意点

当資料のお取扱いについてのご注意
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○印は協会への加入を意味します。 

2025年12月9日現在 

商号 登録番号等 
日本 
証券業 
協会 

一般社 
団法人 
日本投 
資顧問 
業協会 

一般社 
団法人 
金融先 
物取引 
業協会 

一般社 
団法人 
第二種 
金融商 
品取引 
業協会 

備考 

マネックス証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第165号 ○ ○ ○ ○  

●その他にもお取扱いを行っている販売会社がある場合があります。 
また、上記の販売会社は今後変更となる場合があるため、販売会社または委託会社の照会先までお問い合わせください。 
●販売会社によってお申込みの条件、制限等が異なります。詳しくは販売会社にお問い合わせください。 
＜備考欄について＞ 
※1 新規募集の取扱いおよび販売業務を行っておりません。 
※2 備考欄に記載されている日付からのお取扱いとなりますのでご注意ください。 
※3 備考欄に記載されている日付からお取扱いを行いませんのでご注意ください。 
                                                                                   （原則、金融機関コード順） 

販売会社一覧
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以下は取次販売会社または金融商品仲介による販売会社です。 

○印は協会への加入を意味します。 

 2025年12月9日現在 

商号 登録番号等 
日本 
証券業 
協会 

一般社 
団法人 
日本投 
資顧問 
業協会 

一般社 
団法人 
金融先 
物取引 
業協会 

一般社 
団法人 
第二種 
金融商 
品取引 
業協会 

備考 

株式会社イオン銀行（委託金融商品取

引業者 マネックス証券株式会社） 
登録金融機関 関東財務局長（登金）第633号 ○     

株式会社ＳＢＩ新生銀行（委託金融商品

取引業者 マネックス証券株式会社） 
登録金融機関 関東財務局長（登金）第10号 ○  ○   

●その他にもお取扱いを行っている販売会社がある場合があります。 
また、上記の販売会社は今後変更となる場合があるため、販売会社または委託会社の照会先までお問い合わせください。 
●販売会社によってお申込みの条件、制限等が異なります。詳しくは販売会社にお問い合わせください。 
＜備考欄について＞ 
※1 新規募集の取扱いおよび販売業務を行っておりません。 
※2 備考欄に記載されている日付からのお取扱いとなりますのでご注意ください。 
※3 備考欄に記載されている日付からお取扱いを行いませんのでご注意ください。 
                                                                                   （原則、金融機関コード順） 

販売会社一覧
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n/a 東証株価指数(TOPIX)、東証REIT指数の指数値および東証株価指数(TOPIX)、東証REIT指数にかかる標章または商標は、株式会社JPX総研または株式会

社JPX総研の関連会社（以下「JPX」という。）の知的財産であり、指数の算出、指数値の公表、利用など東証株価指数(TOPIX)、東証REIT指数に関するすべ

ての権利・ノウハウおよび東証株価指数(TOPIX)、東証REIT指数にかかる標章または商標に関するすべての権利はJPXが有しています。JPXは、東証株価指

数(TOPIX)、東証REIT指数の指数値の算出または公表の誤謬、遅延または中断に対し、責任を負いません。本商品は、JPXにより提供、保証または販売され

るものではなく、本商品の設定、販売および販売促進活動に起因するいかなる損害に対してもJPXは責任を負いません。 
n/a n/a MSCI コクサイ・インデックスおよびMSCI エマージング・マーケット・インデックスに関する著作権、知的財産権その他一切の権利はMSCI Inc.に帰属します。

また、MSCI Inc.は同指数の内容を変更する権利および公表を停止する権利を有しています。 
n/a n/a NOMURA-BPI総合の知的財産権その他一切の権利は野村フィデューシャリー・リサーチ＆コンサルティング株式会社に帰属します。なお、野村フィデューシ

ャリー・リサーチ＆コンサルティング株式会社は、同指数の正確性、完全性、信頼性、有用性を保証するものではなく、ファンドの運用成果等に関して一切責任

を負いません。 
n/a n/a FTSE世界国債インデックスは、FTSE Fixed Income LLCにより運営されている債券インデックスです。FTSE Fixed Income LLCは、本ファンドのスポンサ

ーではなく、本ファンドの推奨、販売あるいは販売促進を行っておりません。このインデックスのデータは、情報提供のみを目的としており、FTSE Fixed 

Income LLCは、当該データの正確性および完全性を保証せず、またデータの誤謬、脱漏または遅延につき何ら責任を負いません。このインデックスに対する

著作権等の知的財産その他一切の権利はFTSE Fixed Income LLCに帰属します。 
n/a n/a JPモルガン・エマージング・マーケット・ボンド・インデックス・プラスに関する著作権等の知的財産その他一切の権利はJ.P.モルガン・セキュリティーズ・エルエ

ルシーに帰属します。 
n/a n/a S&P 先進国 REITインデックスはS&P Dow Jones Indices LLCまたはその関連会社（「SPDJI」）の商品であり、これの使用ライセンスがアセットマネジメン

トOne株式会社（以下「アセットマネジメントOne」）に付与されています。S&P®、S&P 500®、US 500、The 500、iBoxx®、iTraxx®およびCDX®は、

S&P Global, Inc.またはその関連会社(「S&P」)の商標です。Dow Jones®は、Dow Jones Trademark Holdings LLC(「Dow Jones」)の登録商標です。

これらの商標の使用ライセンスはSPDJIに付与されており、アセットマネジメントOneにより一定の目的でサブライセンスされています。本商品は、SPDJI、

Dow Jones、S&P、それらの各関連会社によって後援、推奨、販売、または販売促進されているものではなく、これらのいずれの関係者も、かかる商品への投

資の妥当性に関するいかなる表明も行わず、S&P 先進国 REITインデックスのいかなる過誤、遺漏、または中断に対しても一切責任を負いません。 
n/a  

指数の著作権などについて


